
 

 

 

 

第 ４ 回 

 

 

熊本県議会 

 

地域活力創生特別委員会会議記録 

 

 

 令和５年12月12日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 会 中 

 

 

場所 全 員 協 議 会 室 



第４回 熊本県議会 地域活力創生特別委員会会議記録（令和５年12月12日) 

 

 - 1 - 

第４回 熊本県議会 地域活力創生特別委員会会議記録 

 

令和５年12月12日(火曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前11時19分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

(1) デジタル田園都市国家構想について 

(2) ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果に 

ついて 

(3) 付託調査事件の閉会中の継続審査に 

ついて 

――――――――――――――― 

出 席 委 員（16人） 

        委 員 長  橋 口 海 平 

副委員長 髙 島 和 男 

委  員 城 下 広 作 

委  員 松 田 三 郎 

委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 楠 本 千 秋 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 池 永 幸 生 

        委  員 坂 梨 剛 昭 

        委  員 前 田 敬 介 

        委  員 幸 村 香代子 

        委  員 住 永 栄一郎 

        委  員 立 山 大二朗 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 企画振興部 

         理事兼         

    デジタル戦略局長 小金丸   健 

       政策審議監 門 﨑 博 幸 

   地域・文化振興局長 永 友 義 孝 

      首席審議員兼         

        企画課長 小 川 剛 史 

      地域振興課長 久保田 健 二 

   交通政策課課長補佐 地 下 良 広 

  デジタル戦略推進課長 受 島 章太郎 

    システム改革課長 黒 瀬 琢 也 

 知事公室 

       政策調整監 神 西 良 三 

    広報グループ課長 清 水 英 伸 

    危機管理防災課長 佐 﨑 一 晴 

 総務部 

      私学振興課長 枝 國 智 一 

       市町村課長 阿 南 周 造 

        税務課長 坂 口 啓 介 

 健康福祉部 

    健康福祉政策課長 本 田 敦 美 

      首席審議員兼         

     高齢者支援課長 下 村 正 宣 

      首席審議員兼         

     子ども未来課長 木 村 和 子 

      医療政策課長 笠     新 

 環境生活部 

      環境政策課長 枝 國 智 子 

  環境立県推進課審議員 村 上 友 彦 

   環境保全課課長補佐 林   浩 介 

        男女参画・         

      協働推進課長 板 橋 麻 里 

 商工労働部 

      商工労働部長 三 輪 孝 之 

      商工政策課長 池 永 淳 一 

    商工振興金融課長 田 浦 貴 久 

    労働雇用創生課長 時 田 一 弘 

      産業支援課長 辻 井 翔 太 

      企業立地課長 元 田 啓 介 

 観光戦略部 

       政策審議監 脇   俊 也 

    観光国際政策課長 櫟 本 麻 理 

    観光企画課長 川 㟢 典 靖 

      観光振興課長 石 井 利 幸 

  販路拡大ビジネス課長 宮 﨑 公 一 
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 農林水産部 

      生産経営局長 中 島   豪 

    農林水産政策課長 藤 由   誠 

  農地・担い手支援課長 山 本 剛 士 

      首席審議員兼         

      農村計画課長 青 木 公 平 

    森林整備課審議員 鹿 井   実 

    森林保全課審議員 山 下 聖 二 

    水産振興課審議員 山 下 武 志 

 土木部 

        監理課長 森 山 哲 也 

 土木技術管理課課長補佐 赤 木 宣 文 

    道路整備課審議員 塚 本 貴 光 

    都市計画課審議員 平 山 幸 司 

        住宅課長 今 福 裕 一 

 教育委員会 

      教育政策課長 永 松 浩 史 

      高校教育課長 前 田 浩 志 

      義務教育課長 藤 岡 寛 成 

 企業局 

      総務経営課長 馬 場 幸 一 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     政務調査課主幹 西 村 哲 治 

     政務調査課主幹 時 吉 啓 通 

                   

  午前９時58分開議 

○橋口海平委員長 おはようございます。 

 ただいまから、第４回地域活力創生特別委

員会を開会します。 

 まず、本日の委員会に１名の傍聴の申込み

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 本委員会は、インターネット中継が行われ

ます。委員並びに執行部におかれましては、

発言内容が聞き取りやすいよう、発言の際に

は、マイクに向かって明瞭に御発言いただき

ますよう、よろしくお願いいたします。 

 次に、執行部の紹介につきましては、お手

元の関係部課職員名簿に代えさせていただき

ます。 

 それでは、お手元に配付の委員会次第に従

い、付託調査事件を審議させていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 議題１、デジタル田園都市国家構想につい

て、議題２、ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効

果について、一括して執行部から説明を受け、

その後、質疑を受けたいと思います。 

 なお、委員会を効率よく進めるため、説明

は、着座のまま簡潔にお願いします。 

 では、資料に従って執行部から説明をお願

いいたします。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課です。 

 ＤＸ、デジタルトランスフォーメーション

関係について御説明いたします。 

 説明資料の２ページをお願いいたします。 

 まず、１、市町村ＤＸの支援についてです。 

 デジタル社会の実現には、住民に身近な市

町村の役割は極めて重要だと考えております。

住民にとっては、行政手続のオンライン化や

スマホアプリを使ったサービスなど、利便性

が向上するほか、行政内部でも、ペーパーレ

ス化による資料作成時間の短縮など、業務が

効率化するといった効果が見込まれておりま

す。 

 一方で、市町村には、人材や体制の面で課

題があり、県では、以下の４点を中心に積極

的な支援を行っております。 

 次のページ以降で御説明いたします。 

 ３ページをお願いいたします。 

 １点目の民間デジタル人材の派遣について

は、市町村の要望に沿って、デジタルの知識

だけではなく、市町村の庁内検討の進め方や

職員研修など、行政実務の面の相談にも対応

する事業で、委託先の県内ＩＴ系企業の専門

人材を派遣しております。 

 その際、派遣人材のメンバーは、県庁で週

に１回程度、県職員とのミーティングを持つ
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こととしており、県内 45 市町村それぞれの

課題を事前に理解することで、個々の実情に

応じた支援を実現しております。これは、本

県独自の取組となっております。 

 また、全市町村の状況把握としまして、45

市町村の全てを訪問し、ヒアリングも実施し

ております。 

 市町村の要望に応じて行う個別支援につい

ては、現在 16 市町村に派遣を行っており、

それぞれの課題解決、成果に結びつけており

ます。年明けには地域別の意見交換会も予定

しております。 

 引き続き、市町村ごとの個別事情に丁寧に

対応してまいります。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ２点目の市町村職員の中核人材の育成につ

いては、市町村のＤＸ部門の係長など、ＤＸ

推進の中核人材を対象とした研修を今年度か

ら新たに開催しております。 

 ＤＸについての基本的な考え方やデジタル

ツールの体験、先進自治体の事例紹介などの

内容で、５回シリーズで実施しております。

こうした県の大規模な市町村ＤＸ研修は、他

県では例が見られません。 

 この研修をきっかけに、市町村において、

デジタルツールの導入の検討が進んだり、同

様の研修が市町村の中で実施されたりといっ

た具体的な効果も見えつつあります。 

 ５ページをお願いいたします。 

 ３点目の情報システムの標準化・共通化支

援です。 

 情報システムの標準化、共通化とは、税や

社会保障など 20 の業務の情報システムにつ

きまして、従来は市町村が独自で開発してい

たものを、今後は、国が示した標準仕様に沿

って統一したシステムへ移行する取組でござ

います。業務システムの仕様を統一すること

で、市町村におけるシステムの維持管理に係

る職員の労力あるいは財政的な負担の軽減を

図ることを目的としております。 

 対象の 20 業務は、資料真ん中のとおりで

ございますが、このうち、児童扶養手当と生

活保護の２つの業務については、県でも対応

することとなっております。原則、令和７年

度末までに移行する必要があります。 

 ６ページをお願いいたします。 

 現在、各市町村では着実に作業が進んでお

ります。一方で、例えば、市町村が契約して

いる事業者が撤退、あるいは標準仕様に沿っ

たシステム開発や改修に時間を要する場合な

ど、令和７年度までの移行が困難となる場合

も見込まれます。この場合、国では、移行期

限の延期が個別に判断されることになります。 

 県では、主に３つの取組によって市町村の

支援を行っております。 

 熊本県市町村ＤＸ推進連絡調整会議では、

デジタル庁の職員を招いての説明会や意見交

換会の実施、市町村における作業スケジュー

ルの説明など、今年度も３回の開催を予定し

ております。 

 また、民間デジタル人材によるプッシュ型

支援は、先ほど御説明しました民間デジタル

人材派遣を活用し、市町村の進捗状況や課題

の把握などを行いながら、随時の支援につな

げております。 

 そのほか、県職員による個別支援などで、

市町村からの個別の相談対応など、随時きめ

細やかな支援を行っております。 

 ７ページをお願いいたします。 

 こうした県の取組につきまして、国からも

一定の評価をいただきました。 

 総務省が情報システムの標準化・共通化支

援の観点から作成しております取組の事例集

に本県の支援策が掲載されたほか、全国都道

府県課長会議での総務省からの講演において

も、先進的な取組として御紹介いただいたと

ころです。 

 ８ページをお願いいたします。 

 次に、２、データ活用の推進について御説

明いたします。 
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 デジタル社会の実現には、民間での新たな

サービスや技術の開発、市町村における住民、

個人に応じたサービスなどにつながるデータ

の活用が重要になると考えております。 

 県としましては、データ活用に係る理解向

上やオープンデータの推進、エリア・データ

連携基盤の構築といった環境整備を進める必

要があると考えております。 

 特に、エリア・データ連携基盤は、行政や

民間など様々なデータを流通させ、複数のサ

ービスを連携させる役割を持つインフラとし

て、国のデジタル田園都市国家構想にも位置

づけられており、全国の市町村などで構築の

動きが見られます。 

 熊本県におきましては、県の主導によりま

して、非パーソナルデータを扱うデータ連携

基盤の構築を進めており、市町村での予算措

置はこれからになりますが、令和６年度から、

13 の市町村と共同運用を行う予定になって

おります。個人に関する情報、パーソナルデ

ータを扱う基盤の構築に向けた検討も進めて

おります。 

 こうした、県と市町村による大規模なデー

タ連携基盤の共同運用は、長崎県に次いで全

国で２番目となる取組となります。 

 ９ページをお願いいたします。 

 一方で、インフラだけではなく、活用され

るデータの存在も必要であり、行政において

も、データの提供あるいは活用が求められて

います。 

 国では、誰もがインターネットを介して容

易に利用できる形に加工されたオープンデー

タを推進しております。 

 県におきましても、昨年度からこの取組を

強化しており、県が保有しますデータのオー

プン化について、現在まで 328項目へ拡大し

ております。 

 本年度は、市町村が持つデータのオープン

化にも支援を行っております。民間などの利

用を考えますときに、市町村ごとにばらばら

で公開するよりも、例えば県内一律に公共施

設を公開するなど、統一することで利便性が

向上すると考えておりまして、県では、統一

様式によるデータ項目の提案や実際の作業の

支援を行っているところでございます。 

 黄色でお示ししておりますとおり、今後も

計画的、継続的に全市町村のデータのオープ

ン化に取り組んでまいります。 

 10ページをお願いいたします。 

 県内の市町村でもデータ活用の動きが少し

ずつ出てきております。 

 ページの左側では、荒尾市における取組を

記載しております。 

 荒尾市では、住民の健康づくり、健康寿命

の延伸を目的としまして、様々な健康データ

や医療情報などを活用して、自分の健康状態

や将来の疾病リスクをスマホなどで可視化で

きる、さらには日々の生活改善につなげても

らう取組を進めておられます。 

 主な事業として、医療情報、お薬手帳、日

々の健康データをスマホアプリで管理する電

子版あらお健康手帳、あるいは健診データな

どを活用いたしまして、将来の疾病リスクを

パーセントで表示し、さらに、健康改善メニ

ューも併せてスマホで確認できるＡＩを活用

した健康予測シミュレーションなどを行って

おられます。 

 こうしたデジタルを使った健康増進事業は、

各市町村でも関心が高く、住民にとってもデ

ジタル化のメリットが大きいと考えられるこ

とから、県としましては、さらなる住民サー

ビスの実現につきまして、市町村と検討を行

っているところでございます。 

 また、ページの右側には、南小国町と楽天

グループによる連携を記載しております。 

 楽天グループが持つ膨大なマーケティング

データを活用することで、例えば、南小国町

を訪れる観光の現状などを分析あるいは見え

る化することで、観光事業者や宿泊業者を交

えた今後の地域活性化策に生かしていこうと
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いう取組になっております。 

 この取組は、６月に行われた県と楽天グル

ープ、くまもとＤＭＣによる連携協定が契機

となっておりまして、南小国町でモデル的な

取組がスタートしたという形になっておりま

す。 

 今回は、２つの例を御説明いたしましたが、

県としましては、こうした市町村におけるデ

ータ活用の取組が進むよう、さらに支援を行

ってまいります。 

 デジタル戦略推進課からは以上です。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 移住、定住等関係について御説明させてい

ただきます。 

 説明資料の 12 ページをお願いいたします。 

 本県では、全庁的に連携して移住、定住の

推進に取り組むため、令和３年度に移住定住

推進本部を設置しております。 

 今年度は、２回の本部会議を開催しており、

右下に記載しております第２回の本部会議で

は、令和６年度に重点的に取り組むべき事業

についての意見交換等を行ったところでござ

います。 

 13ページをお願いいたします。 

 首都圏における移住相談の状況でございま

す。 

 先日実施されました本委員会の管外視察に

おきまして、特定非営利活動法人ふるさと回

帰支援センターから、令和４年度の相談者の

傾向等について説明があったところでござい

ます。 

 このページから 15 ページまでは、視察の

際の資料でございますが、一部データの訂正

等もございますので、改めて御説明させてい

ただきます。 

 まず、13 ページの左側、(1)相談者の居住

地でございますが、東京窓口ということでご

ざいますので、やはり東京都、神奈川県、埼

玉県、千葉県といった首都圏の４都県で８割

近くを占めているという状況でございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 相談者の出身地でございますが、熊本県出

身者は 32.26％ということでございますので、

逆に言いますと、７割近くを東京や神奈川を

はじめとする県外の方が占めているという状

況でございます。 

 15ページをお願いいたします。 

 左上の３)年齢別に見ますと、20代から 50

代のいわゆる現役世代で９割以上を占めてい

るという、比較的若い方からの相談が増えて

いるという状況でございます。 

 続きまして、16 ページをお願いいたしま

す。 

 そうした若い世代からの相談が増えている

中で、移住定住推進本部会議では、上段に記

載のとおり、都市部の若年層をターゲットに、

熊本への人の流れを加速化するという基本方

針の下で各種取組を進めているところでござ

います。 

 主な取組について御報告させていただきま

す。 

 17ページをお願いいたします。 

 生活環境、社会基盤、教育環境等の整備に

関する事業でございます。 

 「こどもまんなか熊本」の実現を目指して、

出会いから結婚、妊娠、出産、子育てまでを、

切れ目のない支援に取り組んでおります。 

 右下の事業の成果欄に記載のとおり、ＡＩ

を活用して、子育てのお尋ねに 24 時間 365

日回答する「聞きなっせＡＩくまもと」の多

言語化や子ども医療費の助成対象の拡充等に

取り組むほか、知事とくまモンによるこども

まんなか応援サポーターの就任宣言等に取り

組んでいるところでございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 方針１、デジタル技術の活用関係事業でご

ざいます。 

 左側、デジタル技術を活用したプロモーシ
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ョンでは、市町村と連携したオンライン移住

相談会等を開催しております。 

 移住検討者と市町村とがグループトークを

行う熊本ＯＮＬＩＮＥ寄合を、今年度４回開

催しておりまして、37 組の移住検討者と延

べ 24 の市町村が参加されているところでご

ざいます。 

 また、９月の本委員会でも御報告させてい

ただきましたが、８月には、県内の全市町村

が参加する大規模なオンラインイベントを開

催しておりまして、171 組の方に御参加いた

だいたところでございます。 

 来年２月には、地域おこし協力隊への着任

を希望されている方と市町村とのオンライン

マッチングイベントを予定しております。 

 右側、復旧・復興首都圏等広報強化事業で

は、ＳＮＳ広告の効果を高めるため、デジタ

ルプロモーションアドバイザーを起用しまし

て、ターゲットの具体化による効果的な情報

発信を進めております。 

 くまもとＵＩＪ就職フェアや県職員採用試

験など、関係人口、定住人口の拡大につなが

る取組を効果的に発信してまいります。 

 19ページをお願いいたします。 

 方針２、ターゲットの明確化関係事業でご

ざいます。 

 左側、移住定住促進プロモーション事業で

は、10 月に東京交通会館において、本県主

催としては最大規模の移住定住イベントを開

催しました。24 の市町村に御参加いただき、

定員 200 名に対して、223 組 361 名の方に御

来場いただいたところでございます。 

 右側、東京事務所の取組でございますが、

半導体関連産業における人材確保とＵＩＪタ

ーンの促進を図るため、11 月に首都圏の学

生等を対象とした半導体産業ＰＲセミナーを

開催し、約 400名の方に御参加いただいたと

ころでございます。 

 首都圏におけるランニングをフックとした

熊本ＰＲ事業では、３回のイベントで延べ

100 名を超える方に御参加いただいておりま

して、そのうち 20 名を超える方が熊本城マ

ラソンにも参加予定ということで、交流人口

の拡大にもつながっているところでございま

す。 

 20ページをお願いいたします。 

 左側、大阪事務所の取組でございますが、

11 月に、大阪梅田エリアの６か所の主要な

商業施設を中心に、くまもとフェア、くまも

とモン×大阪梅田ジャックを開催しており

ます。また、ＪＲ大阪駅で開催したくまモン

ファン感謝祭には、約１万人の方に御来場い

ただいたところでございます。 

 右側、福岡事務所の取組でございますが、

シティー情報ふくおかという福岡のタウン誌

を活用した移住体験談の発信や先輩移住者に

よる移住体験トークショーなどを通じまして、

熊本への移住希望者の掘り起こしに取り組ん

でいるところでございます。 

 21ページをお願いいたします。 

 方針３、意欲的な市町村等への重点支援・

連携強化関係事業でございます。 

 左側の新規就農者育成総合対策事業では、

国の施策を活用しまして、49 歳以下の新規

就農者に対して初期投資への支援を行ってお

ります。 

 中高年移住就農支援事業では、県外から県

内に移住する 50 歳代の就農希望者に対して、

県独自で研修資金や初期投資を支援している

ところでございます。 

 こうした取組により、20 名の移住就農に

つながっているというところでございます。 

 右側、スーパー中山間地域創生事業では、

高森町の野尻地域で、ドライフラワーの生産、

販売を核に、移住、定住の推進や地域のにぎ

わいづくりが進められております。 

 今年５月には、旧ＪＡの支所を改修いたし

まして、交流拠点であるＮＯＫａＴｓ ＢＡ

ＳＥをオープンし、ワークショップ等による

交流人口の増加等につながっているところで
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ございます。 

 22ページをお願いいたします。 

 方針４、関係人口等の拡大関係事業でござ

います。 

 左側、関係人口創出拡大事業では、ラブく

まプロジェクトの公式ＬＩＮＥによる情報発

信等を通じまして、熊本ファンの拡大に取り

組んでおります。 

 11月末時点での会員数は、約４万4,000人

となっており、引き続き移住者の裾野となる

関係人口の拡大に取り組んでまいります。 

 右側、県内高校卒業生への情報発信事業で

は、まず、当事者の意見を聴こうということ

で、県内の高校を卒業した社会人、大学生で

構成するプロジェクトチームを立ち上げまし

て、若者に効果的に届く情報発信をテーマに

検討していただきました。若者世代の情報発

信の特性等の御意見をいただいておりまして、

いただいた意見も踏まえながらシステム構築

を進め、年内には会員登録をスタートできる

よう、システムをリリースする予定でござい

ます。 

 今後も、市町村や関係機関とも連携しなが

ら、人の流れを加速化し、移住、定住を推進

してまいります。 

 地域振興課からは以上でございます。 

 

○時田労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 資料の 23 ページから、ＴＳＭＣ進出に係

る県内波及効果における半導体産業人材等の

育成、確保につきまして御説明いたします。 

 24ページをお願いいたします。 

 初めに、現状と課題についてでございます。 

 世界的に半導体需要が高まる中、ＴＳＭＣ

を含む県内半導体関連産業における人材の確

保、育成が喫緊の課題となっております。 

 また、九州経済産業局が事務局となってお

ります九州半導体人材育成等コンソーシアム

におきましては、今後 10 年間にわたり、九

州の半導体産業における人材不足が毎年

1,000 人程度になるとの推計がなされている

ところでございます。 

 このような現状、課題を踏まえまして、県

の取組について御説明いたします。 

 資料 25ページをお願いいたします。 

 半導体産業集積に向けた取組としまして、

資料の下半分にございますが、県では、知事

をリーダーとした半導体産業集積強化推進本

部と商工労働部長をリーダーとした半導体産

業集積強化推進ＰＴを設置しまして、全庁的

な推進・支援体制を構築しているところでご

ざいます。 

 続きまして、26ページを御覧ください。 

 26 ページの２、部会の概要のところを御

覧いただきますと、この推進本部の下には７

つの部会を設けまして、人材の育成、確保、

それから渋滞、交通アクセスなどの課題解決

に向けて、庁内で連携した取組を進めている

ところでございます。 

 中でも、赤囲みの人材育成・確保部会では、

人材の育成、確保の課題に対しまして、県庁

内はもとより、産学官連携により取組を進め

ているところでございます。 

 具体的な主な取組につきまして、27 ペー

ジをお願いいたします。 

 人材育成・確保部会では、この資料の①か

ら③にございます３つの取組を柱に、半導体

産業を含む人材の育成、確保を進めていると

ころでございます。 

 １つ目が、①としまして、学卒者に県内企

業に就職してもらうための県内定着に向けた

取組、２つ目が、②としまして、県外から移

住して働いてもらえるようなＵＩＪ・移住の

取組、３つ目が、③としまして、半導体関連

を含む産業人材を育成する人材育成の取組と

なります。 

 また、今後の方向性のイメージを資料の下

半分に記載しておりますが、右上にございま

す外国人労働者から熊本を選んでもらえるよ
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うな取組も併せて実施しているところでござ

います。 

 続いて、この３つの柱の県内定着、ＵＩ

Ｊ・移住、人材育成のそれぞれの具体的な取

組について御説明いたします。 

 資料 29ページをお願いいたします。 

 まず、柱の１つ目の県内定着に向けた取組

としましては、29 ページの資料にあります

「知る」・「会う」プロジェクト事業、雇用維

持・確保支援事業では、目的等を御覧いただ

きますと、ブライト企業のＰＲや企業説明会

の開催を通じまして、若者の県内就職支援を

実施しております。 

 また、人手不足に悩む県内中小企業に対し

ては、採用力向上のための専門家を無料で派

遣するなど、企業の採用力向上や人材マッチ

ングを支援しているところでございます。 

 令和５年度は、半導体関連産業支援コース

を新設の上、現在５つの企業に対して支援を

実施しているところでございます。 

 続きまして、30 ページをお願いいたしま

す。 

 高校生キャリアサポート事業でございます。 

 取組内容の欄を御覧いただきますと、就職

する学生が多い高校に高校生キャリアサポー

ターを配置しまして、就職支援とその後のフ

ォローアップを行っているところでございま

す。 

 また、工業系の高校には、熊本しごとコー

ディネーターを配置し、学生や保護者を対象

とした県内企業への就職の働きかけ、就職支

援を行っているところでございます。 

 続きまして、31 ページをお願いいたしま

す。 

 ３、くまもとの半導体産業魅力向上事業で

は、取組内容のところを御覧いただきますと、

来年２月末に開催しますくまもと産業復興エ

キスポの中で、県内高校生を主なターゲット

に、半導体産業の魅力を伝えるプロモーショ

ン動画を上映し、半導体産業のイメージアッ

プセミナーを実施してまいります。この事業

を通じまして熊本の半導体産業の魅力を向上

させることで、県内半導体産業の人材確保に

つなげていきたいと考えているところでござ

います。 

 続きまして、32 ページから、柱の２つ目

のＵＩＪ・移住の取組となります。 

 資料は、33ページをお願いいたします。 

 「くまもとではたらく」若者の県内定着促

進事業など、ＵＩＪターン就職支援につきま

しては、取組内容のところに記載しておりま

すとおり、県内外に設置しております相談支

援窓口による県外求職者への継続的な支援、

奨学金返還等の支援を実施しているところで

ございます。 

 資料の最下段の表がございますが、こちら

には、ＵＩＪターンの就職支援や奨学金返還

等の支援に係るこれまでの支援実績を記載し

ているところでございます。 

 続きまして、34 ページをお願いいたしま

す。 

 ２、移住定住の推進でございます。 

 これは、先ほど地域振興課から御説明しま

した移住、定住等の推進の取組と重なります

が、半導体関連産業の人材育成、確保の面で

も、移住、定住の施策を展開することで、本

県への人の流れを加速させることができるよ

う取り組んでいるところでございます。 

 続きまして、35 ページをお願いいたしま

す。 

 ３、プロフェッショナル人材戦略拠点運営

事業では、目的等のところを御覧いただきま

すと、県内にプロフェッショナル人材を採用

するための戦略拠点を設置しまして、県内企

業の成長戦略を支援するため、企業への直接

訪問、セミナー、研修会の開催などを実施し

ているところでございます。 

 また、資料の左下、四角囲みに記載してお

りますが、この事業を活用した企業が、プロ

フェッショナル人材の獲得に至った件数は、
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ＴＳＭＣ進出決定後の令和３年 11 月から今

年の 10 月末までに 124 件となっており、そ

のうち４分の１は半導体関連企業となってお

ります。 

 続きまして、36 ページから、柱の３つ目

の人材育成の取組を御説明いたします。 

 37ページを御覧ください。 

 １、熊本県半導体人材育成会議でございま

す。 

 目的等を御覧いただきますと、ＴＳＭＣの

本県進出表明後の令和４年３月に、この会議

を発足させました。県内の半導体関連企業、

大学、高専などの教育機関、国や自治体など

の行政機関で構成しております。 

 この会議では、半導体関連産業における人

材育成の推進のため、県の取組、それから各

構成機関の取組などについて、産学官で情報

交換や意見交換を実施しているところでござ

います。 

 続いて、38ページをお願いいたします。 

 ２、熊本大学と連携した人材育成でござい

ます。 

 取組内容を御覧いただきますと、熊本大学

におきましては、令和６年４月から、工学部

半導体デバイス工学課程や新学部となります

情報融合学環が設置されます。 

 また、資料の下段左側に記載しております

が、この熊本大学の人材育成の取組につきま

しては、内閣府の地方大学・地域産業創生交

付金を活用しており、５年間で最大 35 億円

が交付されます。県も、これらの取組に対し

まして、財政的に支援を行っているところで

ございます。 

 引き続き、熊本大学と連携の上、人材育成

等に取り組んでまいります。 

 39ページをお願いいたします。 

 ３、県立技術短期大学校における人材育成

でございます。 

 資料中ほどに記載しておりますが、令和６

年４月の半導体技術科の開設に向けた準備を

現在進めておりまして、半導体製造と半導体

製造装置に関する技能や技術を有する実践技

術者を育成していく予定でございます。 

 また、内閣府から構造改革特別区域計画の

認定を受けましたことで、来年４月から熊本

大学工学部への編入学が可能となり、県立技

術短期大学校から１名が入学予定となってお

ります。 

 40ページをお願いいたします。 

 ４、県立高校半導体関連人材育成事業でご

ざいます。 

 取組内容の欄を御覧いただきますと、今年

度から、半導体に関する生徒の先端研修や教

職員研修、出前講座、企業や大学の見学にも

取り組んでおり、作成を進めておりますテキ

ストにつきましては、来年度に配布し、各学

校の授業において活用していく予定でござい

ます。 

 41ページを御覧ください。 

 ５、マイスター・ハイスクール事業、水俣

高校における産業界と連携した人材育成につ

いて御説明いたします。 

 資料左側のマイスター・ハイスクール事業

では、専門高校と自治体、産業界が一体とな

り、人材育成に取り組んでいるところでござ

います。 

 八代工業高校におきましては、令和４年度

は、５学科合計 400時間を超える産業実務教

員による授業を実施しました。令和６年度以

降は、この取組を県内全体で実施していく予

定でございます。 

 また、右側の水俣高校における産業界と連

携した人材育成では、今年度から、水俣市の

半導体関連企業である株式会社アスカインデ

ックスに御協力いただき、水俣高校でアスカ

インデックスの講義や実習を開始していると

ころでございます。 

 引き続き、県南地域を含む県内全域で将来

の人材育成に向けた取組を進めてまいります。 

 42ページをお願いいたします。 
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 ６、熊本時習館海外チャレンジ推進事業、

熊本時習館私学夢教育事業では、取組内容の

欄を御覧いただきますと、オンラインでの英

語講座などの海外チャレンジ塾を実施しまし

て、難関大学進学者や高校生海外留学者に対

しまして、資金的な支援等を実施しておりま

す。 

 また、資料下段にございますとおり、東京

大学での交流事業としまして、東京大学の教

授を県内の私立高校に招いての特別授業実施

や県内高校生を対象とした東京大学への視察

研修を行っているところでございます。 

 続きまして、43 ページをお願いいたしま

す。 

 小中学生への半導体認知度向上事業でござ

います。若年者に対しましては、電気工事や

建築大工などの様々な職種に対する出前授業

を行っておりますが、この資料では、小中学

生への半導体認知度向上について御説明いた

します。 

 取組内容の欄を御覧いただきますと、半導

体に関しましても、若年者の理解を促進する

ため、令和４年度に試行的に実施しました小

中学校での出前授業を、今年度以降、県内全

域に拡大して実施していく予定でございます。 

 また、小中学生等を対象に半導体に興味を

持ってもらえるような解説動画を制作いたし

まして、半導体関連産業の認知度を高めてい

こうと考えております。 

 44ページをお願いいたします。 

 ８、ものづくりＤＸ経営戦略推進事業では、

取組内容の欄を御覧いただきますと、くまも

と産業支援財団と連携しまして、経営者に対

してのプッシュ型での専門家による個別訪問

を行い、各企業の課題に対するＤＸの必要性

について啓発することで、資料の右側のほう

に記載しております各種の事業の活用につな

げているところでございます。 

 また、最下段に記載しておりますけれども、

専門家による今年度の実績訪問社数は、10

月末時点で 57 社となっておりまして、半数

以上の 33 社が半導体関連企業となっている

ところでございます。 

 45ページをお願いいたします。 

 最後に、くまもと産業復興エキスポの開催

につきまして御説明いたします。 

 開催概要の欄を御覧いただきますと、産業

界、教育機関、金融機関連携の下、令和６年

２月末の２日間、災害からの創造的復興の状

況の発信や、半導体や製造業をはじめとした

企業等の出展などを行うイベントを開催いた

します。 

 このイベントでは、産業人材の育成を目的

に、学生と企業との出会いの場を積極的に創

出いたします。大学等の教育機関から 10 校

が出展され、2,000 人以上の県内高校生が来

場を予定しており、県内産業や企業を知って

もらい、興味を持ってもらう場となればと期

待しているところでございます。 

 以上が半導体産業人材等の育成、確保に向

けた取組となりますが、今後も、産業界や教

育機関と連携を密にしながら、しっかり対応

してまいります。 

 説明は以上となります。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 最後になりますが、私から、新大空港構想

の概要について御説明させていただきます。 

 ６月及び９月の特別委員会の場でも御紹介

させていただきましたが、10 月に新大空港

構想を策定しましたので、今回改めて概要に

ついて御説明させていただきます。 

 46ページをお願いいたします。 

 まず、策定の背景としましては、熊本地震

後の平成 28 年に策定しました大空港構想

Next Stageの取組の成果が現れてきたことに

加えまして、ＴＳＭＣの本県進出といった環

境変化を踏まえ、10 月 24 日に新大空港構想

を策定いたしました。 

 ９月の特別委員会でも御説明いたしました
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が、有識者会議を開催しまして、いただいた

提言を踏まえ、これまでの取組の継承と新た

な環境変化に対応して、大きく２点、空港機

能のさらなる強化と空港周辺地域のさらなる

活性化を進めてまいりたいと考えております。 

 この構想は、空港周辺地域の将来像としま

して、地方創生の先進地域を目標に、おおむ

ね 10 年間の取組の方向性をまとめたものに

なっております。４つの柱で取組を進めてま

いりたいと思います。 

 47ページをお願いいたします。 

 １枚大きくイメージをつけております。空

港周辺地域の将来像のイメージを作成しまし

た。 

 空港の北側には、ＴＳＭＣ、ＪＡＳＭの進

出を契機に企業の集積が進んでいるイメージ、

空港の西側には、新産業の創出、研究拠点と

してのにぎわいが生まれる姿を描いておりま

す。 

 また、全体として、農業と工業のバランス

を重視した取組の推進のイメージですとか、

インフラの関係では中九州横断道路や空港ア

クセス鉄道の整備のイメージを盛り込んでお

ります。 

 続いて、48ページをお願いいたします。 

 ここから２ページで、この４つの柱の概要

を記載しております。 

 柱の１つ目が、空港機能の強化でございま

す。 

 空港アクセス鉄道の整備、新規路線等の誘

致、運用時間の見直し、航空貨物の体制整備、

こういったものに取り組んでまいりたいと考

えております。 

 柱の２つ目は、産業集積、また、産業力の

強化になります。 

 新生シリコンアイランド九州の実現に向け

て、半導体関連企業の集積に取り組むととも

に、半導体以外の産業につきましても、本県

で進めておりますＵＸプロジェクトの推進な

どによる新産業の創出を目指してまいりたい

と考えております。 

 最後の 49ページをお願いいたします。 

 柱の３つ目になりますが、交通ネットワー

クの構築でございます。 

 災害に強いまちづくりや交通渋滞の緩和に

向けて、当然、道路の整備、改良というもの

を進めていきたいと考えておりますが、それ

だけではなく、バスや鉄道の利便性の向上な

ど、いわゆるハードとソフトの両面から交通

ネットワークの構築に取り組んでまいりたい

と考えております。 

 最後、柱の４つ目につきましては、快適な

生活ができる街づくりということでございま

す。 

 誰もが快適に過ごすことができるまちづく

りに向けて、これまでの創造的復興の取組を

継続していくとともに、質の高い生活環境の

整備や空港周辺地域のにぎわいの創出、観光

産業の振興、発展、そして環境と経済の両立、

こういったものに向けて取組を推進してまい

りたいと考えております。 

 以上、４つの柱に基づきまして、空港周辺

地域のさらなる活性化に取り組み、将来的に

は、空港周辺のみならず、県全体、そして九

州全体にいい波及効果をもたらし、50 年後、

100 年後の熊本の発展につなげてまいりたい

と考えております。 

 説明は以上になります。よろしくお願いい

たします。 

 

○橋口海平委員長 以上で執行部からの説明

が終わりましたので、質疑に入りたいと思い

ます。 

 まず、デジタル田園都市国家構想に関する

件で、ＤＸの推進、移住、定住等の推進につ

いて、質疑はありませんか。 

 

○城下広作委員 ちょっと確認で３ページの

部分でございます。 

 県がしっかり市町村をサポートしていく体
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制は大変いいことだと思います。 

 県内 45 の市町村に派遣して取組をヒアリ

ングして、具体的には、課題、状況を把握す

るということになり、個別支援で要望に応じ

て 16 市町村へ派遣して、具体的な事柄につ

いて伴走支援を実施しているということです

けれども、要望に応じるというのは、要望が

あったのが 16 市町村なのかということをま

ず確認です。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 この 16 市町村は、委員御指摘のとおり、

市町村から手が挙がったといいますか、お呼

びがかかったところが 16 市町村ということ

でございます。 

 

○城下広作委員 では、手が挙がってないと

ころは、自分で分かっとるとか、自分たちで

やっているということなのか、今のタイミン

グではなかなかまだ整理ができてないから、

もう少し考えていろいろ聞こうかなというふ

うに思っているのか、感想的に県としてはど

ういうふうに受け止めておられますか。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課です。 

 今委員がおっしゃいましたように、両方あ

るかなと思っております。 

 ベースとなる基本的なデジタル化の取組を

飛び越えて、それこそ先ほど御説明しました

ように、データの活用ですとかアプリを使っ

た住民サービスというところまで行っている

ところもございます。ですが、その多くは、

これから始めたいけれども、何か具体的にま

だ相談するというところにまで至ってないと

いうところのほうが、どちらかというと多い

かなと思っております。 

 

○城下広作委員 今から県は、各市町村同等

とは言わないけれども、高いレベルでみんな

が競い合うような形が目的だと思うし、県は、

その支援をするというのが大事だと思います。

特に、なかなか、どうすればいいかというと

ころ、スタッフが少ない、規模が小さいとこ

ろは、それぞれに問題があると思うので、そ

の辺もしっかりと考えてあげて、こういう形

で積極的にこちらからアプローチをしてとい

うことが今後大事になるのではないかという

ことで、一応確認をさせていただきました。 

 その下に、個別に成果が出ているというこ

とで、無線ＬＡＮができたとかいろいろある

んですけれども、それ以外に、さらに具体的

な成果、県がこうやった形で支援をしながら、

こういう成果が上がったという特筆したもの

があれば、教えていただければと思います。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 ここには記載いたしませんでしたが、割と

市町村様のほうから多くお声がかかりますの

が、職員の研修会をやりたいんだけれども、

その内容ですとか、あるいは講師を探してほ

しい、あるいは講師を務めてほしいというお

声が半分ぐらいございます。これについては、

専門人材の講師を派遣して対応させていただ

いて、職員の一定の理解は高まってきている

のかなと思っております。どちらかというと、

そういった基本的なところで、今少しずつ成

果を出しているというところでございます。 

 

○城下広作委員 その関連で 10 ページで、

荒尾もこういう取組をやってるのは、なかな

かすばらしいなと思っています。この間視察

に行ったときも、柏の葉だったかな、あそこ

でもすごいなと思ったけれども、既に荒尾は、

それを上回る同等のことをやってて、荒尾が

やっていいものがあれば、これは意外とほか

の市町村でもこれに倣うような形でやると。

健康増進というか、医療費を抑制するという
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のは、非常に行政的にも大事な視点だから―

―これは、荒尾はもともとこういうのが得意

だったのか、それとも誰か特別な形でこうい

うことをやったんでしょうかね。ちょっとそ

この詳細が分かれば。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 荒尾市は、も

ともと強かったというよりも、やはり熱心な

職員さんがいらっしゃいまして、その方と企

業様の組合せがよかったというか、非常にい

い議論ができている中で、こういった取組に

発展していっているということが一つござい

ます。 

 それと市そのものも、やはり健康づくりと

いうことに市の施策を大きくクローズアップ

しておられますので、そことの組合せがもう

一つよかったのかなと感じているところでご

ざいます。 

 

○城下広作委員 ここは新しい市民病院もで

きましたし、健康増進というか、こういう取

組は今後大事になっていくのかなと思います

ので、いい参考の例だと思います。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○内野幸喜委員 ちょっと教えてほしいです

けれども、22 ページ、関係人口創出拡大事

業ということで、いい事業だと思うんですが、

この中で、交流会を東京で 11月 23日に開催

されたということで写真がついてますが、こ

れを見ると、恐らく 100名以上参加されてい

るのかなと思います。この参加者の方には、

どんなアプローチをしてこれだけの方が参加

していただいたのかというのを教えていただ

ければなと。 

 

○久保田地域振興課長 地域振興課でござい

ます。 

 基本的に、ラブくまプロジェクトの中では、

公式ＬＩＮＥを持っておりますので、その登

録された会員にＬＩＮＥを使った周知という

のもやっております。そのほかに、アナログ

的なところで、直前に東京県人会の総会もご

ざいましたので、そういったところでのＰＲ

ですとか、デジタルとアナログと両方組み合

わせながらＰＲをしたというところでござい

ます。 

 

○内野幸喜委員 これは何回目ですか。今回

が初めてということではないと思うんですけ

ども。 

 

○久保田地域振興課長 昨年度、初めて開催

しておりまして、東京と福岡でそれぞれ１回

ずつ開催いたしました。 

 今年度は、さらに関西圏までということで、

こちらに書いておりますとおり、１月には大

阪で、２月には福岡で開催したいと思ってお

ります。 

 

○内野幸喜委員 東京と福岡では去年に続い

て２回目ということですね。どうですか。昨

年に比べてやっぱり多くなったんですかね。

どんな感じですか。 

 

○久保田地域振興課長 東京につきましては、

昨年度が定員が 200名ほどだったんですけれ

ども、今年は、それを倍の定員まで増やして

おりますので、やはり参加者の方もかなり増

えております。 

 こういった取組を継続的に続けていくこと

で、単純な単発イベントの参加者からだんだ

ん交流人口という形につながっていくのかな

と思っておりますので、こういった取組もし

っかり継続したいと思います。 

 

○内野幸喜委員 定員 400名って、もうほぼ

満たしたということですかね、今年。すごい
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ですよね。だから、ＬＩＮＥとかで案内して、

こうやって参加していただく。こういう機会

を捉えて積極的に熊本をアピールする。もと

もと熊本のことを好きな方が参加されている

と思うんですが、こういったことをきっかけ

に移住につながっていけばすばらしいなと思

いますので、また来年以降もぜひともやって

いただければと思います。 

 以上でございます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○溝口幸治委員 さっきの 10 ページの市町

村におけるデータ活用の取組で、荒尾の事例

とか南小国の事例が載ってますけれども、例

えば、地元のＩＴ会社とか地元に進出してき

たところと市町村がコラボして新しい事業を

立ち上げたというのがあるのかどうかという

のが一点。もう一つは、例えば、この楽天さ

んみたいに、よそからの資本でも入ってくる

ことによって、南小国町にサテライトオフィ

スかなんかを設けて、そこに１人雇用をして

定住まで結びついたという、そういう広がり

がある事例というのはあるのかどうかという

のをお聞きしたいんですけれども。 

 

○受島デジタル戦略推進課長 デジタル戦略

推進課でございます。 

 市町村内に進出して来られている企業様と、

具体的な成果というところまではまだ行って

ないかと思うんですが、特に大きい企業さん

というよりも、スタートアップ、ベンチャー

の企業さんが割と市町村さんといろいろ協議

が始まっているという事例は、今回の荒尾市

に限らず、例えば大津町であったりだとか幾

つか出てきております。それぞれサービスご

とに強み、弱みあるかと思いますので、より

よいものになるということを今後期待してい

るというところでございます。 

 実際にそこから産業振興というか、立地ま

で行くというケースまではまだ至っておりま

せんが、デジタル戦略局のほうでやっており

ます、ＤＸのコンソーシアムをつくって、民

間企業様、それも県内外の企業さんに御参画

いただくということの一つの目的が、やはり

県外のそういった活力を県内に生かしていく

ということにございますので、できれば立地

というか、拠点を設けていただくというとこ

ろまで行けば、さらにいいかなと思っている

ところでございます。 

 

○溝口幸治委員 ありがとうございました。 

 理想的には、やっぱり投資を呼び込んで、

そこでまた大きく企業も成長していって、そ

して、たくさん仕事を持ってくるところに波

及して、またいろいろなスタートアップの企

業が生まれてくる。あるいはそういう人たち

が移住とか定住に結びついていくという、何

というか、夢のようなというか、そういう取

組が理想だと思いますので、引き続き頑張っ

ていただきたいと思います。 

 それから、もう一点、総務省から非常に高

い評価を受けているというのは、この委員会

を設置したときから、このデジタルの話は、

市町村への支援というのを各先生方がおっし

ゃって、体力がない、人がいないところへの

支援は大事だという議論の中から、多分これ

は発生してきてということなので、ある程度、

この委員会での議論、それから執行部の皆さ

ん方のやる気がかみ合わさって、この高い評

価につながっていると思うので、我々にとっ

ても大変うれしいことだなというふうに思い

ました。感想です。 

 はい、以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○久保田地域振興課長 申し訳ありません。

先ほどの内野委員からの御質問につきまして、

数字を間違ってお答えさせていただきました。 
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 昨年が参加者 100名で、今年が 200名でご

ざいまして、東京が 200 名、それから大阪

100名、福岡が 100名弱、70名ほどで、トー

タルで 400名近くを目標にしております。大

変申し訳ございませんでした。 

 

○立山大二朗委員 内野先生のところにつな

がる形で、また 22 ページで、このラブくま

プロジェクトですね。 

 熊馬君って名前も決まって、なかなか川崎

先生の熱い絵というか、個性的な絵で、非常

に面白いなと思うんですけれども、その会員

数が４万 3,973人とあるんですが、これは、

ＬＩＮＥの登録数という考え方でいいのかと

いうのが、まず一つ。 

 あと、例えば隣にも県内高校卒業生への情

報発信事業というのがあるんですが、こちら

のほうは、卒業生対象に魅力を発信していく、

仕事情報を発信していくということで、結局、

魅力発信のところで、ラブくまプロジェクト

もあるわけですから、どういった違いを出す

のか、もしくは一緒に絡めてやるのか。そっ

ちのほうが効率的じゃないかというところと、

具体的に高校卒業生に対して、どういったア

プローチをしていくのかというところを伺い

ます。 

 

○久保田地域振興課長 まず、こちらの右側

の県内高校卒業生への情報発信事業は、今シ

ステムの構築に取り組んでおりまして、今年

度の高校卒業生からスタートしたいというと

ころで、先ほど御説明の中でも申し上げまし

たけれども、今月中には登録を開始したいと。 

 といいますのが、年明けになりますと進学

校の生徒さんたちは大学受験のモードに入っ

ていきますので、教育庁にも御協力いただい

て、年内に学校現場に下ろしていくことで登

録促進していくと。 

 もちろんラブくまとかぶる部分もあるんで

すけれども、登録した子供たちには、もう少

し特化した仕事の情報とか、そういったとこ

ろを発信し、一旦県外に大学進学あるいは就

職とかで出られても、その後４年後ですとか、

あるいは就職されて１年後、２年後に再び熊

本に帰ってきたいなというところに、熊本で

はこういった仕事があるよというところを訴

えていくというところ。あと、ラブくまとも

大分かぶりますけれども、観光情報とか地域

の情報、やっぱり熊本っていいところだよね

って、いつまでも忘れないでねっていうつな

がりをずっと持っていくというところが大事

かなと思っております。 

 左側のラブくまのほうは、もう少し一般的

に熊本ファンに対するものでございますので、

観光ですとかイベント情報、あるいは移住の

情報、そういったところを配信しているとい

うところでございます。かぶる部分と特化し

た部分と使い分けながら情報発信していきた

いと思っております。 

 

○立山大二朗委員 かぶる部分も現実的にど

うしてもあると思うんですけれども、実際、

県外に出られる高校生って、どうしても出て

いくと、どんどんどんどんふるさととの縁が

遠くなっていってしまうわけです。けれども、

こういった形で定期的に情報がつながってい

るというだけでも大きいですし、また、離れ

られた後でも、ある意味、熊本の観光大使的

な形でいろいろ紹介とか、逆に、帰るときに

人を連れてきてくれるとか、それにつながる

と思います。 

 ですので、とてもいいと思うんですけれど

も、結局かぶる部分もあるのであれば、関係

人口を増やすということも含めて、ラブくま

にも登録してもらうとか、また、例えば、ラ

ブくまを県外に出られた高校生とか卒業され

た方とかが紹介して登録してくれたら、何か

インセンティブがあるとか、広がりがあるよ

うな形で展開していただけるといいのかなと。 

 もちろん、これから導入ということで、い
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ろいろ大変だと思うんですけれども、そうい

ったところまで御検討いただければいいのか

なと思うところで話させていただきました。 

 以上です。 

 

○久保田地域振興課長 委員御指摘のとおり、

県内高校卒業生、最初の入り口は、この右側

の高校卒業生への情報発信事業のほうで登録

していきながら、将来的にはラブくまのほう

にも移行していってもらうとか、そういった

形で、ここは２つの取組をリンクさせながら、

さらに、登録者数、熊本交流人口の拡大に努

めていきたいと思っております。ありがとう

ございます。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 それでは、なきようですので、次のテーマ

に入ります。 

 次に、ＴＳＭＣ進出に係る県内波及効果に

関する件ですが、このテーマは内容が多岐に

わたります。 

 そのため、本日は、半導体産業人材等の育

成、確保に焦点を絞って議論を進めます。 

 また、新大空港構想についても質疑をお受

けいたします。 

 これらに関して、質疑はありませんか。 

 

○城下広作委員 来年 12 月、ＴＳＭＣ稼働

ということなんですが、一般的に知られてい

るのは 1,700名の雇用と。恐らく 1,700名以

外に関連企業も同時に熊本に来て、稼働に伴

って生産活動もあると思うんですけれども、

具体的に 1,700名の雇用の方は、今の段階で

どのくらい決まっているのでしょうかという

ことです。 

 来年４月からでもいいんですけれども、ど

のくらい今――その 1,700名すぱっと来るの

か。また、それ以外の企業も、熊本で稼働時

に合わせて大体どのくらいの人が就労される

のか、そのうちどれくらい熊本の県内の人が

その雇用に携われるのかというのが、分かる

範囲でいいです。概略的にイメージを――い

ろいろ聞かれるもんですから、県民はそうい

うことをある意味では注目してるもんですか

ら、よろしくお願いします。 

 

○元田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 今委員から御質問がございましたＪＡＳＭ

の新工場の従業員、もともと予定数 1,700名

という御指摘の数字でございます。 

 採用については、今も引き続き採用活動を

されていると我々は聞いております。もとも

と 1,700名の内訳としまして、台湾から、Ｔ

ＳＭＣからの駐在員が 300名から 400名近く。

それと出資をしているソニーグループからの

出向者が 200名ほど。それと 700名ほどを社

員として御採用。残る部分を 500名近く外注、

アウトソースをされるという予定と聞いてお

りました。 

 このうち台湾からの駐在員は、予定どおり

――ちょっとプラスになっておりますけれど

も、もう既に熊本にお入りになっております。

それとソニーからの出向者の 200名、こちら

についても台湾での研修も終えられて熊本に

入っていらっしゃる、これも予定どおりと。

700 名の予定数の社員として採用される方、

これはおおむね半々、新卒と中途採用という

ような、大まかにはそういう形を見込まれて

おる。 

 新卒の採用につきましては、今年の春採用、

それと来春採用の２回がございますけれども、

来春採用については、まだ現在採用活動が続

いているということ、今年の春については、

120 数名の採用が決まったというところで、

来春については、予定よりちょっと多くなる

んじゃないかと思われますが、採用活動は続

いております。 

 加えまして、中途採用の方につきましては、

これも予定数をちょっと上回るようなペース
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で採用が進んでいるということを聞いており

ますので、その結果、最後の外注される 500

名というところが、いわゆる調整弁というよ

うな形になってくるかと思います。予定数の

500 名ではなくて、もう少し減るというよう

な可能性もあるのかなと聞いております。 

 もう一つ、地元からの採用というところで

ございますけれども、新卒につきましても、

地元の大学等からの採用をいただいておると

聞いております。詳細な人数までは、我々も

把握し切れておりませんが、地元からの採用

も多く出ているということ。 

 それと、中途の採用につきましても、地元

から採用いただいている部分がある。これは、

地場企業のほうから転職される方も含まれて

いると思いますが、あくまでも地元からの採

用にはこだわっていただいていると聞いてお

ります。こちらも、実数については我々も把

握し切れてないというのが実態でございます。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 ありがとうございました。 

 台湾のもともとの方、ソニーの方、そのと

ころはある程度分かった上だったんです。そ

れと、今ＴＳＭＣの関連というか、そこに付

随してくるような形の方たちの雇用というの

は大体分かるんですか。どのくらい新たに雇

用が発生するんだろうかと、これは分かるん

でしょうか。いわゆる関連する企業が来る…

…。 

 

○元田企業立地課長 ＴＳＭＣ社の本県進出

に関連してというところで、我々が今、日々

お伝えさせていただいているのは、一昨年

11 月の進出決定以降の半導体関連の立地件

数等は御紹介させていただいております。あ

くまでも、こちらにつきましても、今後採用

いただく――当然、どの協定につきましても、

地元からの採用を御配慮いただきたいという

のは強くお願いをしておりますので、そこも

含めてになりますけれども、雇用が実績化し

ていくのは今後ということになってまいりま

すので、まだ確定しているというわけではな

いという部分はございます。 

 それと関連して、どのくらいの事業者がい

らっしゃるのか。例えば、台湾からもどのく

らい入ってこられるかと。この辺りは、まだ

我々も正確に把握し切れてない部分がござい

ますので、非常に動いている部分もございま

すものですから、もう少し時間がたたないと、

どれくらいその影響で雇用が増えたとかとい

うところまでは、まだ精緻に把握できない状

況でございます。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 尋ねられたら、県は、しっ

かりと地元雇用とか、とにかくそういうこと

にしっかりアプローチをして頑張っていると

いうことを代わりに言っておきますので。分

かりました。 

 

○溝口幸治委員 今のと関連で、すみません。 

 とても微妙で、地元雇用が増えるのはあり

がたいという感覚で私たちは今までいたんで

すが、一方で、もうほとんどＴＳＭＣには関

係ないという中小・零細企業もたくさんいら

っしゃるというときに、そこも雇用をどう確

保していくかが非常に厳しいんだというお話

をやっぱりよく聞くことがあるので、非常に

難しいところだと思うんですよね。 

 だから、例えば、この委員会での結論が、

地元雇用だけをとなると、県は、ＴＳＭＣに

関係ない我々の産業のことは全く考えてない

んじゃないかみたいなお叱りを受ける可能性

もあるので、そこは、もちろん地元で行きた

い方々は優先的にやっていただくのは当然で

すけれども、移住とか定住とか考えると、全

国から優秀な人を入れていただいたほうが、

移住、定住にも結びついていくので、そこの

バランスですよね。 
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 城下先生に反論するわけじゃないんですけ

れども、私も、そういう気持ちでいましたが、

意外と回ってみると、いやいや、全然うち関

係ないんだよねって。だけど人がおらんとよ

ねという産業が確かにあるので、そこはぜひ、

そこのバランスをこの委員会でも今後議論す

るというか、頭の中に置いておく必要がある

のではないかと思います。 

 これは私の意見です。 

 

○松田三郎委員 関連で、若干関連するぐら

いですけれども、すみません。 

 ちょっと抽象的な質問になろうかと思いま

すが、今のお二人の話を聞きながら、よく半

導体産業は非常に裾野の広い産業であると。

だからこれから、ＴＳＭＣに限らず、ソニー

に限らず、いろいろな関連する企業が進出し

ていただくというのは大変ありがたいことで、

歓迎すべきだと思っております。 

 ということは、企業側からすると、いろい

ろな会社が来る中で、規模も大中小あろうか

と思いますし、人材育成、人材確保と一言で

言っても、非常に最先端の研究者のレベルを

要求する企業とか、あるいは、一つの企業で

も、今あるものをつくり続けるために採用す

る、あるいは、そうは言っても企業ですから、

総務部門とか企画営業部門も一定の採用もあ

るだろうと思っております。 

 それに対して、今日は、いろいろ取組があ

りますけれども、県内の大学であるとか、高

専であるとか、工業系の県立高校等々、大学、

高専はあれかもしれませんけれども、工業系

の高校では、年齢的な面、カリキュラムの面

でも、大体レベル的に限界も出てくるかなと

思っております。 

 それで、何を聞きたいかといいますと、企

業側が、一言で半導体の人材育成をしてくだ

さい、確保してくださいと言っても、もしか

すると、いや、うちは、そこそこの知識があ

れば、企業内のシステムで、社内でしっかり

した育成プログラム持ってますから心配しな

くていいですよというところもあるかもしれ

ないし、さっき言いましたように、いろいろ

なレベルの知識等々経験等々を要求する企業

もあるかもしれないと。 

 だから、この供給する側、育成する側の教

育機関は、大体、その方向なりレベルなりと

いうのをある程度考えながらというか、それ

に見合うことがきちっとできているのかなと

いうのを、元田課長なのか、時田課長なのか、

分かりませんが、お伺いしたいと。 

 というのが、溝口先生がおっしゃったよう

に、例えば、レベルのミスマッチといいます

か、そういうのがあんまり大きくなってしま

うと、これはまた県南、県北の問題とは言い

ませんが、やたらと県北に就職を求めていく

人たちが――ただでさえ県南の場合は、工業

系の半導体以外とか、ほかの職種も、非常に

人手不足というのがあらゆる分野に大きく拡

大している。さらに、これに拍車がかかると

いうことになると、教育するほうも効率よく

レベルに合った企業にこれだけをというのが

きっちりはいかないとは思いますけれども、

そういった強い意識はお持ちなのか。持って

いらっしゃるならいいと思いますけれども、

そういうところはどう……。ざっとした質問

で恐縮ですが。 

 

○時田労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 本日お示ししました資料の 37 ページ、半

導体関連の人材育成会議というのが、県、国、

それから教育機関、企業も含めて参加メンバ

ーとして入って、情報交換や情報共有を図っ

ているところでございます。 

 委員がおっしゃるように、半導体関連産業

の高度な人材はここがやるとか、その下のと

ころは、じゃあこの機関がやるというような、

きっちり当てはめたような体系的なものでは

ございませんが、それぞれの大学や高専、そ
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れから私どもの県立技術短期大学校では、こ

ういった生徒さんをというような情報交換を

お互いやっておりますので、この中で必要な

人材を企業さんのほうに輩出するということ

で、ある意味情報交換の共有の場でございま

すけれども、その中で対応しているというの

は一つございます。 

 

○元田企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 今時田課長からもお話ありましたとおり、

人材育成については、各カテゴリーの動きも

あっておるかと思います。 

 企業側が求める人材という、委員から御指

摘がありましたけれども、やはり研究開発を

する人材ですとか、あと、量産工場で量産を

するのに携わる方々とか、企業が求める部分

というのも様々あると思います。 

 ただ、特に半導体関連につきましては、や

はり裾野が広いという御指摘がありましたと

おり、理系人材と一口に言っても、その装置

系の機械の方だったり、化学の薬品の方たち、

これも多岐にわたるので、理系の方といって

も、もうほぼ全ての方々が半導体に関連をし

てくるというような状況もございますので…

…。 

 もう一つ、企業側も採用された後に研修等

をされるということもございます。また、人

材派遣会社、今日水俣のアスカインデックス

さんの話が出ましたけれども、こういったい

わゆるトレーニングセンターと呼ばれるとこ

ろが企業のオーダーに応じて育成をされると

いうような仕組みもございます。企業さんの

ニーズというのは、そういったところで出て

くる部分があると思っております。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 ちょっと誤解を覚悟で申し

上げますならば、ここにも記述があるように、

今まで県外にしか就職できなかった、自分の

希望するところがなかったのを、地元とか、

県内の言い方はいろいろあろうかと思います

が、やっぱり県内の出身者が県内にとどまっ

ていただく、数多くとどまっていただく、こ

れは大変重要なことで、その取組をしっかり

していただいていると。 

 ただ、やっぱり供給する側も、それ以上無

理しなくても、足らぬ部分は、さっき言われ

たごと、県外からでも──溝口委員の御発言

がありました。それが、この委員会にあるよ

うな移住、定住に結びつくならば、出ていこ

うと思とった人間はとどまってもらう。そし

て、より多くのＴＳＭＣあるいは半導体産業

を契機として県外からも来ていただいて、そ

の方が移住、定住に結びつくというならば、

これはそれぞれがウィン・ウィンじゃないか

なと思います。ですので、さっき言いました

ように、そこから先は、労働雇用創生課です

から、ＴＳＭＣ、半導体だけではなくて、ほ

かの人材不足、人材確保が必要なところもあ

りますので、そっちのほうに課長は力を注い

でいただいて、ＴＳＭＣはほかの人に任せて

いただいてと思いますので、どうぞバランス

よくといいますか、よろしく。これは要望で

ございます。よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○髙野洋介委員 そこで、提案をさせていた

だきたいと思いますけれども、４年制大学の

工業系の半導体に特化したものが熊大にはつ

くられるんですが、熊大ってイメージは、相

当ハイレベルな偏差値がないと入れないよう

なイメージを勝手に思ってます。片や、技大

は２年間なんですよね。２年間、もうちょっ

と勉強したい、だけど熊大には行けないとい

ったら、そこそこの偏差値で、半導体を４年

間でしっかり学べるようなところをつくるべ

きじゃないかなと思ってます。 

 先ほど松田委員の発言にもありましたよう

に、内からよりも今度は外から、大学１年生
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のときから熊本に来てもらって、それからし

っかり４年間学んでもらって、それから、そ

の半導体の関連の会社に就職をするなりとい

うような道筋をつけないことには、毎年

1,000 人の人手は確保できないと私は思って

ます。 

 ですから、そこを６月に蒲島知事に質問し

たけれども、ほぼほぼいい回答がもらえませ

んでしたので、これからしっかりそこら辺を

本腰入れて、県として、例えば県立大学の工

業系をどっかにつくるとか、そういう発想を

もう一回考え直して入れていかないと、この

人材不足は、私は解決しないというふうに思

ってます。 

 恐らく、誰が答えるのかといったら、どこ

も答えようがないんでしょうけれども。何か

私の持論に反発なり同意なりある方がいらっ

しゃったら、積極的な挙手の上、議論をした

いなと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 ６月議会で先生からいただいた質問の答弁

のとき、最終的に執行部サイド、当課で調整

させていただきましたので、私のほうから本

日回答させていただきます。 

 そのときから、髙野先生からも、いろんな

大学の地元進出の効果ですとか、ＴＳＭＣの

進出に関連してということ、いろんなお話も

伺わせていただいて、その場で議論もさせて

いただき、本会議の場では、知事から答弁を

させていただいております。 

 当然、大学の誘致ということになれば、一

般論から申し上げれば、今人口がどうしても

少なくなってくる中で――これは私が申し上

げていいのか、なかなか難しいんですけれど

も、学生の確保、こういった観点で当然検討

する必要があるということは、まずあると思

います。 

 ただ、その中でも、地方に大学をつくる意

義というのも、当然いろいろあると思ってお

りますので、そこはそれぞれ関係者も多いと

思います。 

 例えば、県立大学みたいな手法もあると思

いますし、私立の誘致みたいなものもあると

思いますので、そういったところを含めなが

ら、今後、県としても議論していくことにな

るかもしれませんし、こういった場で引き続

き先生方の御意見を伺えればと思っています。 

 すみません。私からは以上です。 

 

○髙野洋介委員 小川課長、ありがとうござ

いました。 

 恐らく今から、ＴＳＭＣ第２工場、第３工

場、第４工場という話も今からなってくるん

でしょうけれども、ちゃんと人材が供給でき

る地域だったら、企業も安心して来れるんじ

ゃないかなと思いますので、今後また前向き

な議論をしていただければと思いますので、

よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

 

○池永幸生委員 工業高校の再編、何回も言

いますけれども、やはり熊本に就職先がない

ような科がまだあるわけですね。そういった

ところも、やっぱり一回話の中に加えてもら

うならばと思いますけど。 

 

○前田高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 今先生から御指摘の科は、恐らく想像がつ

くところなんですが、それに関しても、また

しっかり私どもともお話しさせていただけれ

ばと思います。なかなかこの話題とは少しず

れていってしまうのかなと思っておりますが、

先生のおっしゃるお気持ちは分かります。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 
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○城下広作委員 大空港構想の件です。 

 47 ページの絵をちょっと見てもらってよ

ろしいですか。48ページと。 

 大津駅から空港まで､この間、知事がイメ

ージを言われました。空港まで行く分ですね｡ 

 それで、やっぱり白川の河川は、どうして

もあそこを高くすると工事費がかかるもんだ

から、工事費を抑えるためには、ある程度低

くしないと、白川を渡るところはある程度高

さを抑えるんですよ。そうすることによって、

空港の高遊原台地は、結果的にトンネルにな

ると知事は言われたんですね。トンネルでし

か構造的に落ち着かないんですよ。 

 そうすると、左の下の絵を見てもらってい

いですか。これは、空港の横の駅だと思うん

だけど、ここに管制塔があって、出口は地上

になってるんですよね。 

 実際に空港には、ある程度地下のほうに入

って落ち着くという形だから、この絵とは実

際には全然違うようなイメージだから、イメ

ージといえばそれまでですけれども……

(「イメージですよ」と呼ぶ者あり)これは、

現実的な絵じゃないけんね、これ。だけどね、

これはイメージがあまりにも乖離し過ぎとる。

これはもう、何か空港の横には、上に車があ

る。そがんなると、これはジェットコースタ

ーみたいに上に上がってこないかぬもん。空

港には、ある程度地下にあって、そこから落

ち着くという形の構造になるけれども、これ

がちょっとあまりにも――これはイメージだ

けど、イメージがあまりにも乖離していると

私は思うんですけど。 

 

○小川企画課長 企画課でございます。 

 本日、この場に交通政策課が来ておるんで

すけれども、空港アクセス鉄道の担当ではご

ざいませんので、企画課の私のほうから答え

させていただきます。 

 委員御指摘のとおり、このアクセス鉄道新

駅のイメージにつきましては、まさしくイメ

ージということで作成しております。県庁の

執行部の中でも様々な議論をしておりますし、

最終的に、本当にどういった形になるのかは、

今後の用地の取得の関係ですとか、線形をど

のようにするかというところにかかわってき

ます。 

 ただ、我々、まず一つイメージとしてお示

ししたかったものは、上の 47 ページも同じ

なんですけれども、こちらは 10 年ぐらいと

か 15 年とか、このぐらいのイメージを書い

ていく中で、例えば、仮に今回のこのアクセ

ス鉄道の新駅のイメージを地下にしてしまう

と、どうしてもわかりにくい絵となってしま

います。何というんですか、今のこの絵だと、

空港の近くにある駅だっていうのを、少なく

ともイメージはしていただけるかなと我々は

思いました。当然、地下か、地下ではないん

じゃないか、高架の駅なのかって惹起させる

可能性もあったんですが、我々は、それを踏

まえた上で、今回イメージとして空港が見え

る形で作成させていただきましたので、よろ

しくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 あくまでもイメージという

ことで強調するということで――私は、もう

現実的には、構造的にいけば、勾配の関係も

あって、そんなに上にはなかなか到達するの

は技術的に難しいだろうというふうに想像は

いたします。 

 以上です。 

 

○橋口海平委員長 ほかにございませんか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 なければ、質疑はこれで

終了いたします。 

 次に、議題３、付託調査事件の閉会中の継

続審査についてお諮りします。 

 本委員会に付託の調査事件については、引

き続き審査する必要があると認められますの
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で、本委員会を次期定例会まで継続する旨、

会議規則第 82 条の規定に基づき、議長に申

し出ることとしてよろしいでしょうか。 

   (｢はい」と呼ぶ者あり) 

 異議なしと認め、そのようにいたします。 

 次に、その他に入ります。 

 その他として、何かありませんか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○橋口海平委員長 なければ、これをもちま

して第４回地域活力創生特別委員会を閉会し

ます。 

  午前 11時 19分閉会 
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